






























2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生した。その 17 日前、2 月 22 日 12 時 51 分（日
本との時差は 3 時間）にニュージーランドのクライストチャーチでも大地震が起きた。
この地震の犠牲者 186 人のうち、一番多くの犠牲を出したカンタベリーテレビ (CTV) ビ
ルの崩壊によるもので 115 人の犠牲があった。CTV ビルに英語学校が入っていたことか
ら、28 人の日本人留学生を含む多くのアジア人留学生が犠牲となった。当時、日本では
連日、日本人犠牲者に焦点をあてて報道されていたが、3 月 11 日の東日本大震災が発生
したのち、クライストチャーチの地震に関する報道はほぼ無くなった。
ニュージーランドは日本と同じくプレートの境界に位置し、非常に地震の多い国であ
る。クライストチャーチ地震は、この 2011 年 2 月 22 日の 1 回のものではなく、連続し
て発生している。2010 年 9 月 4 日のダーフィールド地震に始まり、大きなものではこの
2011 年 2 月が第 2 回、第 3 回目が 6 月 13 日にあり、その間、7500 回以上の余震が観測
されている。そして、12 月 23 日の地震を 4 回目の大きなものとして数えている。その
時で、12000 回以上の余震が観測されている。犠牲者が多く出たのは一連の地震の中で
第 2 回目の大きな地震となる 2011 年 2 月 22 日の地震である。その後も、2012 年を通


































2011 年 11 月にクライストチャーチを視察した時には、日本や中国の四川地震などの
被災地で見られるような仮設住宅がないことに気付いた。学校には仮設校舎があるが、
住居としての仮設住宅がない。地震の研究をしている大学研究者らにヒアリングをして





キャンピングカーを 1,000 台置いて仮設住宅として提供したが 1 人しか入居せず、結局、
撤去されたという話もあった。結局カンタベリー地震復興庁 (CERA) の刊行する月刊の
『Canterbury Recovery Update』に、リンウッド 公園にある仮設住宅で暮らす住民の紹介
記事と写真が掲載されており、若干数は建てられていることがわかった。キャンピング
























































中央政府はカンタベリー地震復興庁 (Canterbury Earthquake Recovery Authority: 
CERA) を設立し、市の再建の責任を移した。その中のクライストチャーチ中央開発課
(Christchurch Central Development Unit: CCDU) が、2012 年 12 月に計画の青写真を作
成した。市街地のビジネスは、市の西部であるアディントンやリカートンに移転した。



























[2013 年 9 月 20 日 ]
レッドゾーンは転出が必須の地域である。TC3 は地盤に問題があり、また TC2 は地盤
補強が必要であるためにさまざまな交渉が継続しておこなわれており結論はまだでてい
ない。道を一本隔てるだけで、異なるゾーンに分類され住民の運命を分けている。　
CERA は 2011 年 6 月に 5,000 件ほどの建物がレッドゾーン指定になるとの推定を公
表したが、その後、修復不可の件数と地域は拡大し、2012 年末にその過程が終了した時
点で、630 ヘクタールの土地に及ぶ 8,000 件を超える住居がレッドゾーン指定となった 
(The Press, 2013: 46) 。
レッドゾーンに指定された地域の住居も政府 (The Crown) は、被災前の価値の値段で




方で、地震委員会 (Earthquake Commission: EQC) と保険の複雑な問題が起きている。
82-3 保険
ニュージーランドの公的地震保険は、1942 年に首都ウェリントンで発生した地震を契
機に、1945 年に地震・戦争損害基金 (Earthquake and War Damage Fund) という地震委








で 10 万 NZ ドルである。住居損壊で住めない場合、再建費は不足するので差額を民間の
保険がカバーする。住宅保険の保障は政府の EQC と民間保険会社とで成り立っている。
自然災害による家財の損害も EQC の対象となる。上限 2 万 NZ ドルが EQC による補償
で差額は保険会社による補償となる。
EQC は政府機関として戦争と災害からの復興のための対策として、1945 年に設立さ
れ、約 60 年間の歴史がある。日本にはない保険である。国が設立した EQC は、保険料
を自然災害基金として蓄積し、国の監視のもと基金を海外株式（約 30％）、政府債権（約
60％）、現預金（約 10％）等で運用しており、2010 年のカンタベリー地震前の基金残高




2010 年以降の長期にわたる余震では、市民は余震のたびに GeoNet サイト (http://www.
geonet.org.nz/) で震度などの情報を検索することも地震後の新たな習慣となっている。
地震委員会 (EQC) は、459,000 件以上の申請を受理し、2012 年末までにその 4 分の 1
以下しか処理解決することができていない。土地の 26％、建物の 31％、内容物の 81％
を解決したことになっている (The Press, 2013: 21)。一つの申請でその二つ以上が入っ
ている。政府の保険の他に、保険会社の保険と交渉をしている人々もいる。30 歳以下の




離れる被災後の傾向が続くと、20 年後の 2030 年過ぎには、市人口の半分以上が 65 歳以





Munich Re 社や General Re 社などの再保険会社が算出している保険料率を用いている。
カンタベリー地震の支払いに伴い、業界 3 位の AMI 社は破たんした。








に住み続けている人もいる。2013 年 7 月 31 日という期日までに退去できずに、一部の
住民から延長の交渉も行われていた。家を修理している間に、仮にホテルやモーテルに
数週間滞在する間は、その滞在費を保険によりカバーされている。



















ルストン（人口 2,000 人）には 1,000 戸の建築が計画されており、数千人の人口増加が
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社 会 開 発 省 (Ministry of Social Development: MSD)　 地 震 支 援 調 整 サ ー ビ ス
(Earthquake Support Coordination Service: ESCS)　ESCS は 2010 年 9 月の震災後、設




割を担ってきた。最も多い時期で 70 名の ESCS が働いていたが、2013 年 8 月現在は 40





















NZ 国内の他の学校、688 名の生徒が国外の学校に転校した (The Press, 2013: 184)。1,000
11ニュージーランド国カンタベリー地震の社会的影響に関する一考察
名の学生はクライストチャーチ市内の他の学校に転校した。18 ヶ月後にほとんどの生徒
はクライストチャーチに戻ってきたが、2012 年 7 月現在で、2010 年 7 月よりも 4311 名
の減少が報告されている (The Press, 2013: 184)。2013 年 6 月 13 日の第 3 回目の地震で
は学校に更なる被害がでた。レッドクリフ小中学校（1 年から 8 年）は、背後の崖 (Cliff)
から岩が落ちてきたため、閉鎖となり 3 回移転した後、サムナーのヴァン・アシュ聾教
育センターに現在は落ち着いている。2013 年 6 月の地震の後、さらに家族が去る現象が




の 4.5％にあたる 167 名の常勤教員が失職した (The Press, 2013: 185)。一方で、52 の学
校は拡張し、予算も増額している。
写真 1：　クライストチャーチ市中心部に近いクライストカレッジ高校の中庭（芝生）
の上に建設された仮設校舎（2011 年 11 月 22 日筆者撮影）







政府の教育評価室 (Education Review Offi ce : ERO) は、17 の学校と 27 の幼稚園にお
いて子供たちの被災体験を調査し、次の震災に備えるために報告書をまとめた。報告書は、
子供たちの被災に対処するレジリエンス力を讃えて強調している。報告書のタイトルを
『Stories of Resilience and Innovation in schools and early childhood services, Canterbury 
















ニュージーランドには 8 つの大学がある。地震前から、人口 420 万人の国に大学は 8
つも要るのかということから、大学の見直しと、統合あるいは閉鎖の議論がなされてい
た。クライストチャーチにはカンタベリー大学、リンカーン大学、クライストチャーチ・














タゴ大学に続く国内 3 位のランキングとなっている。2011 年度の QS 世界大学ランキン


















林学術院 (New Zealand School of Forestry) が設置され、ニュージーランドの主力輸出
品の一つである樹木の専門家を養成している。なお、ネピア・ティッシュは、北島のネ
イピアから出荷されている材木から作られており、名前もこの地名からつけられている。





























系の大幅な削減を推し進めてきたが、同時に、2013 年 6 月には「125 百万 NZ ドルプラン」
を発表し、新しいインフラ整備や学生寮の充実を進め、魅力的な大学として発展させる
ための将来像を描いた投資も行っている。2014 年 2 月の任期満了を前に、2013 年 7 月、
Carr 氏はさらに 5 年任期の再選を果たす。
大学の 2012 会計年度予算は 6 千 7 百万 NZ ドルの赤字と発表されている。赤字補て
んのために大学は 1 千万 NZ ドルを用意しているが、新学年開始を前に戻ってこなかっ
た学生の未納学費計 1 千 7 百万 NZ ドルよりも、かなり少ない。この 1 千 7 百万 NZ ド
ルと、被災建造物の補強費 2 千万 NZ ドルは、減少しつづける大学の貯蓄から支払われる。
さらに、政府からの助成金獲得のために Steven Joyce 高等教育省大臣との交渉も続けら
れている。被災により損傷した建物の修復費用として 2011 年は 12 千万 NZ ドル、2012




生が減少している。その学年の学生数の減少は 4 年間続く。総学生数からすると 2014
年が最悪年となる。
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カンタベリー大学 (UC) は、2012 年にニュージーランド人学生が 1,800 人減り、留学
生が 400 名減少したことによる、1,600 万ドルの授業料収入を失った (The Press, 2013: 
187)。2011 年に 1 年生だった学生の 4 分の 1 は戻ってこなかった。入学を予定していた
学生も 2 月 22 日の震災直後に、他大学への進学に変更した者も少なくない。UC は、増
額する保険料を支払わなければならず、被害を受けた建物の修復費用も必要である。1,000
万ドルの貯蓄額はとっくに超え、毎日、100,000 ドルの赤字を出しながら大学運営して
いると、副学長は言っている。2012 年に 38 百万 NZ ドルの赤字を出した。そのため、
あらゆるところで予算削減を行っており、新規雇用や契約職員の更新の中止の他、部局
再編成や閉鎖、そして教職員の解雇も行っている。まだ 4 年間は赤字経営で、2017 年か
ら黒字に転換する計画と見通しを建てている。震災前の 3％黒字の経営状態に戻るのは
2021年と推定している。次の 3年間で 150人の教職員を解雇する計画である。すでに行っ
た 2 回の自発的退職申請では、2011 年 10 月に 39 名の申請があり 24 名が受理された。
第 2 回の 2012 年では、31 名が申請し、12 名が受理された (The Press, 2013: 188)。申
請しても受理されなかった教職員たちもいる。正規入学をする留学準備のための英語コー
スは、地震後学生が激減し、2012 年は 291,000NZ ドルの損失となったため、2014 年末
までの期限付きで閉鎖した。
2012 年 6 月の学内文書によると、教員の旅費予算は毎年 20％カット、図書館の図書
購入費は 2012 年後半に 50 万 NZ ドル削減、さらに 2013 年に 15％カット、ソフトウェ
ア購入にも規制がかかるとされている。その他の大学の今後 10 年間の予算年次推移予測
も警告的に不足となっている。
写真 3：　カンタベリー大学ドベデール・ヴィレッジ仮設校舎（2013 年 7 月 1 日筆者撮影） 
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プしている。「女性の声プロジェクト (Women’s voice project)」、「子供のストーリー・















ランティア (Farmer’s Army) などさまざまなアーミーと名前をつけるボランティア活動
が組織された。その中でも、学生ボランティア (SVA) は、大きくメディアでも取り上げ
られ、現地でも多くの被災者を勇気づけ、その活動は、あらゆるところで讃えられ語ら
れた。第 1 回目の 2010 年 9 月のときに Sam Jonson という学生が Facebook で声掛けを
して学生ボランティアを集め、結成された。その地震では実際の住民への被災は限定的で、
具体的な活動の場は大きくはなかったものの、すでに組織され、またこの経験がリハー
サルとなって、第 2 回目の 2011 年 2 月 22 日の地震のときには迅速な対応ができた側面
がある。




ライストチャーチ市内ではデモも起きている。2010 年 9 月 4 日の地震が起きた時は、10
月に予定されていた選挙の 5 週間前であった。地震は、それまで支持率の下がっていた
Bob Parker 市長の人気を盛り返すことになり、対抗馬の Jim Anderton を抑えて再選を果
たす。しかし、それからの 3 年間は、市長に厳しい時期となる。CERA が設立され、そ
の Chief Executive（2011 年 5 月就任）Roger Sutton の権限が市長よりも優先され、カ
ンタベリー地震復興大臣 Gerry Brownlee の権限が　John Key 首相よりも強くなったと
さえメディアなどでコメントされるようになった。あらゆる決定がニュージーランドの
首都ウェリントンでなされるようになり、クライストチャーチ市議や市民は、民主主義
の消滅に不満を持ち、デモが起きる原因となった。2013 年 10 月の選挙では、クライス
トチャーチ市東部を代表する、労働党の Lianne Dalziel 議員 (MP) が選出された。その










損失額はわからないが、2010 年 1 月から 8 月の 11,206 名から、2012 年の同時期には
5,937 名に減少している。
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表 2：　ニュージーランド国カンタベリーにおける雇用数の増減（前年比）, 2011 年 9 月
カンタベリー地震王立委員会 (Canterbury Earthquakes Royal Commission) が 2011 年
4 月に設立された。委員会は、2011 年 2 月の地震で倒壊した 21 のビルの耐震性につい
て調査を行った。この 21 のビルでは 42 人の死亡者が出ている (The Press, 2013: 113)。
115 名の犠牲者を出した CTV ビルは対象ではない。現在もアジアの国々からの留学生の
遺族の問題は解決していない。最多の犠牲者は、日本人 28 人、中国人 17 人、フィリピ








チ地震は、この 2011 年 2 月 22 日の 1 回のものではなく、一連の大地震として連続して
発生している。この前には、2010 年 9 月 4 日に郊外のダーフィールド地震があり、2 月

































2013 年王立ニュージーランド学士院 (RSNZ) のフェローシップを得て、University of 







1） 2013 年 7 月から 8 月の現地調査中もマグニチュード 3 から 4 クラスの余震は続いて
　いた。なお、2013 年 7 月 21 日にウェリントンで発生したＭ 6.5 の地震については、
　New York Times でもトップ記事として扱われたが、日本では選挙報道に消されてし
　まった。ウェリントンでは 2013 年 8 月 16 日にさらにＭ 6.5 の大きな地震が発生する
　など、首都でもさらに起きると予想される地震に備える必要性に緊張感が増している。
2） 死亡者185名のうち、115人はカンタベリーテレビ (CTV)ビルの倒壊により犠牲となっ
　た他、18 名は Pyne Gould Corporation (PGC) ビルで、他の CBD でなくなった 36 名
　をあわせると、計 169 名が CBD で犠牲となった (The Press, 2013: 105)。
　市の中心部市街地の 5700 のビジネスと、その 51,000 人の雇用が、2011 年 2 月の地震




　従事した後、3 月 11 日の東日本大震災の発生とともに帰国した。今度は、ニュージー
　ランドの救援隊が日本へ向かった。
4） ニュージーランドは世界で初めて 1893 年に女性が選挙権を得た国である。1947 年に
　女性も参政権を得た日本の半世紀以上前である。
20
5） 大学運営の最高責任者は学長 (Vice Chancellor) である。総長 (Chancellor) は終身の名
　誉職であり大学運営に直接関与することはない。教務と技術担当の副学長 (Deputy-Vice 
　Chancellor)、各学術院長 (Pro-Vice Chancellor) が理事として理事会に参加する。各学
　術院と法科学院の学部長 (Dean) は教育上の責任者を務める。2009 年 2 月、ビジネス
　界出身のロッド・カー博士（ウォートン・スクール Ph.D., 元ニュージーランド準備銀





　した。CDHB の看護師長付き助手の看護師は、災害緊急医療における Response of 
　the needs of vulnerable people during natural disaster: a critical communication 
　incidents from the inter agency inter faces. について、UC　コミュニケーション学部
　において修士論文を執筆している。学校教師は、クライストチャーチにおける地域格差
　の地震インパクトに関して力作の修士論文を2013年に提出した。心理学部で、被災者のうつ
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Social consequences of the 2010-2011 Canterbury earthquakes in New 
Zealand with special attention to the education sector
Junko OTANI
?The Christchurch earthquake occurred in New Zealand on February 22, 2011, 17 days before the 
Great East Japan Earthquake and tsunami. The Japanese media reported news from Christchurch 
every day as 28 Japanese students at the English Language School were victims of the collapse of 
the Canterbury Television (CTV) building. Soon, however, the media reports stopped in order to 
focus on news from Tohoku.
?The Canterbury earthquakes included the Christchurch earthquake as well as three other 
major earthquakes, which occurred on September 4, 2010, February 22, June 13, and December 
23, 2011, with 12,000 aftershocks. The earthquakes rocked the city of Christchurch and the 
surrounding districts in Canterbury. They involved not only the collapse of the CTV building, but 
the destruction of whole city center, with liquefaction and foundation issues in vast residential 
areas causing the prolonged depression of the whole city, including famous landmarks such as the 
Christchurch Cathedral.
?This article examines the social consequences of the Canterbury earthquakes including a 
background context of post-quake population dynamics, urban planning, and insurance and 
housing issues. It particularly addresses consequences in the education sector, from primary to 
tertiary education as well as English language schools.
